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                              総 務 部 
 

          改正行政不服審査法への区の対応について 
 

（付議の要旨）改正行政不服審査法に対応した庁内体制の整備及び関係する条例

等の改正を行う。 
 
１ 主旨 
 平成２８年４月１日から施行が予定されている改正行政不服審査法（以下「法」という。）

に対応し、新たに必要とされる審理員及び第三者機関（審査会）を整備する。 
 また、審理員に関する特例等に関して、関係する条例等の改正を行う。 
 
２ 法の概要 
 法の概要は、「別紙１」及び「別紙２」を参照 
 
３ 審理員について 
（１）審理員の指名について 

法により必要とされる審理員は、審査請求の公正な審理を確保するため、審査請求の

対象となる処分を行う部署及び当該処分の決定関与者からの独立性の確保が必要とされ

る。また、審理員意見書の作成など、その取扱う事務の性質上、法的な素養を有するこ

とが望ましい。 

よって、弁護士１名を職員として任用（審査庁の職員としての身分を付与）し、この

者を審理員として指名する。また、審査請求の件数など、その事務量が不確定であるこ

とから、非常勤職員とする。 

（２）審理員の事務局について 

審理員となる弁護士の任用事務及び審理員事務（審理員意見書の作成以外の事務に限

る。）の補助は、総務部区政情報課（法規係）で行う。 

 

４ 第三者機関（審査会）について 

（１）第三者機関（審査会）の設置の方法について 

審理員意見書の提出を受けたときは、原則として、第三者機関（審査会）に諮問し、

その答申を受けて、審査請求の裁決を行うこととなる。この第三者機関（審査会）の委

員については、公正な判断をすることができ、かつ、法律又は行政に関して優れた識見

を有していることが望ましい。 

よって、このような委員から構成され、かつ不服申立てに関する審査について十分な

実績がある世田谷区情報公開・個人情報保護審査会を改組し、現在の同審査会の役割に

加え、法により必要とされる第三者機関（審査会）としての機能を付加する。 

このことから、世田谷区情報公開・個人情報保護審査会条例を改正し、審査会の名称

及び所掌事項の変更その他必要な事項を規定する。 



（２）第三者機関（審査会）の事務局について 

第三者機関（審査会）の事務局は、現在の世田谷区情報公開・個人情報保護審査会の

事務局である総務部区政情報課（区政情報係）で行う。 

 

５ 条例による審理員に関する特例について 

世田谷区情報公開条例及び世田谷区個人情報保護条例に基づく開示等の決定について

不服申立てがあった場合は、原則として、世田谷区情報公開・個人情報保護審査会に諮

問し、同審査会において、インカメラ審理、処分庁及び不服申立人等からの意見聴取な

ど、第三者機関として公正な審査を行ってきている。 
よって、これらの条例に基づく不服申立てにおける手続きについては変更しないこと

とし、条例による特例として、この場合を、審理員による審理手続が不要な場合とする。 
このことから、世田谷区情報公開条例及び世田谷区個人情報保護条例を改正し、その

旨を条例に規定する。 
よって、これらの条例に基づく審査会（今後は、上記４の審査会となる。）への諮問は、

法に基づくものではなく、引続き、条例に基づくものとなる。 

  なお、世田谷区情報公開・個人情報保護審議会への手続きについては、法への区の対

応についての考え方を報告し、同審議会の意見を聴くという形で実施する。 
 

６ その他 

（１）例規の整備について 

  その他、条例、規則等について、法の施行に伴い必要となる事項につき改正を行うな

ど、例規の整備を行う。 

（２）審査請求における事務体制について 

審査請求の審査の公正性を確保するため、審査請求の対象となる処分を行う部署（処

分庁）の事務と、審査請求がなされた場合の裁決を行う部署（審査庁）の事務の体制等

については、引続き検討する。 

 

７ 今後のスケジュール 

平成２７年 

  ９月 ２日：企画総務常任委員会報告（法への区の対応について） 

 １０月２７日：世田谷区情報公開・個人情報保護審議会報告（法への区の対応について） 

 １１月   ：企画総務常任委員会報告（条例改正等について） 

 １１月   ：平成２７年第４回区議会定例会に関係条例案の提案 

平成２８年 

 ４月   ：法の施行 
















